
登別市本庁舎建設太陽光発電設備等導入事業 仕様書

１ 目的

本事業は、高台へ移転する登別市本庁舎に導入する太陽光パネル、パワーコンディショ

ナ、蓄電池などの太陽光発電に必要な設備（以下「太陽光発電設備等」という。）を設置

し、同施設の温室効果ガス排出を抑制することを目的とする。

２ 事業内容

（１）事業内容

ア 事業実施予定者は、登別市本庁舎屋根面の太陽光発電設備等の設置に対して別図の設

計図の設計主旨、内容及び条件等を理解の上、現地調査及び設備容量検討を行う。

イ 事業実施予定者はアを行った結果、市と協定書に基づき締結した上で、施工中である

Ｒ６登別市本庁舎建設工事と関連する太陽光発電設備等の設置方法等の協議を行うこ

と。

ウ 登別市本庁舎建設太陽光発電設備等設置委託及び賃貸借の受注者（以下、「受注者」

という。」は令和７年６月から令和８年２月２８日までに太陽光発電設備等の設置を完

了させ、自主検査で試運転等で動作確認を行ったうえで、同年３月２０日までに市の検

査に合格すること。
エ 設備設置時に施工中の登別市本庁舎を破損、損傷した場合は受注者の負担により修復

する。

オ 受注者は、太陽光発電設備等で発電した電力を完成した登別市本庁舎に供給する。な

お、売電及び逆潮流をしてはならない。

カ 受注者は、太陽光発電設備等に異常もしくは故障があり、電力供給に影響を及ぼす場

合は、速やかに修理等を実施し機能の回復を行う。

キ 受注者は、完成した登別市本庁舎の運転期間内における温室効果ガス排出量削減効果

の検証を行い、市に報告する。

ク 運転期間終了後の太陽光発電設備等の取扱いについては、全ての太陽光発電設備等が

正常に稼働し、かつ同設備に破損等の異常がないことを確認したうえで市に無償譲渡す

るものとする。この場合、施設の撤去は不要とする。なお、同設備に異常等が認めらた

場合は受注者の責任で修理し異常等がないことを確認する事とする。

ケ 受注者は、完成した登別市本庁舎の施設管理者等への説明業務（運転に関する内容説

明、非常時の設備操作説明、マニュアル作成等）を行う。内容等は市と協議の上決定す

る。

コ 事業実施にあたっては、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）

の活用を想定しているため、当該交付金の交付要件を満たすようにすること。

なお、当該交付金の活用に必要な申請等業務は市が行い、受注者は市の要求に応じて

書類作成等を行うものとする。

（２）事業期間等

ア 運転開始日は令和８年４月１日とする。

イ 運転期間は、運転開始日から原則２０年間とする。

※なお、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）の活用を想定し

ているため、当該交付金の規定に従って事業を完了すること。

（３）事業費用の支払

ア 市は、太陽光発電設備等が設置された年度末まで同施設の設置に要した費用のうちの



うち２分の１以内を受注者に支払う。

イ 令和８年４月１日以降に生ずるリース料は、太陽光発電設備等の設置に要した費用か

ら、前号の規定により市が受注者に支払った金額を控除した額を基礎として算出した額

を、前号イの運転期間の間、毎月市が受注者に支払うものとする。

ウ 太陽光発電設備等が設置に要する機材及び資材の購入は環境省より地域脱炭素移

行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）の交付決定通知を受けた日以降に購入の

こと。なお、施工に要する協力会社との契約締結についても同様とする。

エ イの規定により市が受注者に毎月支払うリース料金は、原則として定額とすること。

オ 事業実施予定者は、リース料金及び太陽光発電設備等の設置費用の積算根拠をそれぞ

れ提示すること。

３ 設置委託前の調査・手続

（１）現地調査

太陽光発電設備等の設置に必要な諸条件を十分に把握するために、資料等の収集、施

設関係者立会いによる太陽設備設置場所の確認及び聞き取り、現地測定、既設設備の確

認等の必要な調査を実施すること。調査は、太陽光発電設備等の設置に係る課題を市と

協議した上で行うものとする。

（２）設備容量検討

太陽光発電設備等の設置容量は、想定設備容量（太陽光発電設備定格出力（３００ｋ

Ｗ以上）及びパワーコンディショナの最大定格出力（２５０ｋＷ以上））で適切な容量と

すること。同設備で発電した電力量はすべて自家消費とすること。

（３）各種関係手続き

ア 受注者は、現地調査、設備容量の検討を行い、必要に応じて各種関係手続きを行っ

た上で、結果を市に提出すること。

イ 太陽光発電設備等の設置が、各種法令の規定に適合していることが必要な場合には、

その適合が確認できる書類を市に提出すること。

ウ 各種法令の規定に基づき届出等手続きを要する場合には、受注者が所管官庁にて必

要な手続きを行うこと。

（４）太陽光発電設備等の基本的条件

ア 受注者は、完成した登別市本庁舎の用途以外に太陽光発電設備等を使用してはなら

ない。

イ 事業実施にあたり予測される「リスクと責任分担」について「別紙」のとおりとす

る。また、これに定めのないものは協議により決定する。

ウ 市は、受注者が本仕様書に定める事項を履行しないときは、協定及び設置委託契約

並びにリース契約を取り消すことができる。この場合、受注者の責任と負担において

速やかに撤去し、撤去により完成した登別市本庁舎に損壊を与えた場合には受注者の

負担において修復すること。

エ 事業実施中に、施設に雨漏りが生じた場合には、受注者は原因究明に協力するとと

もに、原因が太陽光発電設備等の設置に起因する場合には、受注者が責任を負い、受

注者の負担により速やかに修復すること。

４ 設置委託の仕様

（１）太陽光発電設備等は、設計、材料、設置、維持管理にあたっては、電気事業法、建築

基準法、廃棄物及び清掃に関する法律等の関係法令を遵守するものとする。



（２）太陽光発電設備等は、公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械

設備工事編）の最新版によること。

(３）太陽光パネルは、公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）による太陽電池モジュ

ールの性能に全て該当するほか、同仕様書の規格によること。

（４）太陽光発電設備等の据え付けは、JIS C 8955（2017）「太陽電池アレイ用支持物設計

標準」に定めるところによる風圧力及び自重、積雪及び地震その他の振動及び衝撃に対

して耐える構造とすること。事業者は構造上問題ないことを確認し、その結果を市に報

告すること。

（５）太陽光発電設備はＪＥＴ認証を取得したものであること。なお、同認証と同等と相違

ない資料を提出した場合は、この限りでない。

（６）太陽光発設備等の主要な機器は、太陽光パネル、パワーコンディショナ、蓄電池、接

続箱、継電器、系統連系設備、自家消費型出力制御装置（逆潮流防止）、遠隔監視設備、

変圧器 、各種ケーブルであり、その他附属機器を含むものとする。

（７）太陽光発設備等の主要な施工は、太陽光パネル設置、架台がある場合は架台設置、各

種配線・接続・結線（電気接続（受電盤接続含む）、通信線接続、太陽光とパワーコン

ディショナまでの接続（配管ルートは施工中の登別市本庁舎電気設備工事で用意した部

分を利用）、パワーコンディショナからキュービクル内の発電機ブレーカーまでの接続）、

変圧器設置、各種機器設定、試験調整、電力申請書類作成、安全管理費、荷揚費用であ

り、その他附属機器の配線・接続・結線を含むものとする。

（８）太陽光発電設備等の設置は、屋根面の防水保証期間仕様に対応する設置方法とするこ

と。

（９）別図の設計図で想定している太陽光発電設備等の主な内容は次のとおり。

ア 太陽光パネル

（ア）フレキシブル太陽光パネル（参考型番ＦＩＮＥ－ＦＬＥＸ、ハーフセル４００Ｗ）

（イ）風速６０ｍ／ｓに耐えるメーカー指定の接着剤・両面テープ施工

（ウ）完成予定登別市本庁舎の屋根面はウレタン複合防水であり、同屋根面に太陽光パネル

を接着材及び両面テープにて施工。ウレタン複合防水１０年補償に対応する仕様で施工。

（エ）ウレタン複合防水の参考型番（シーカ・ジャパン㈱ＤＤ－Ｂ－ＳＰＦ工法）

（オ）公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）による太陽電池モジュール性能に全て該

当している。

イ パワーコンディショナ

（ア）定格出力１台当たり５０ｋｗを５台。参考型番（ＨＵＷＥＩ、ＳＵＮ２０００－５０

ＫＴＬ－ＮＨＭ３）

（イ）定格出力４．９５ｋｗ１台は、災害時に蓄電池を経由し自立回路切替盤（別途工事で

施工）へ太陽光パネルで発電した電力を供給する。参考型番（ＨＵＷＥＩ、ＳＵＮ２０

００－４．９５ＫＴＬ－ＪＰＬ１）

ウ 蓄電池(ＨＵＷＥＩ、ＬＵＮＡ２０００－１５－ＮＨＳ０）

（ア）蓄電容量１５．０ｋＷｈ

（イ）定格出力４．５ｋｗ

５ 設置委託の条件（配慮事項・安全対策・停電）

（１）受注者は日影、反射光、輻射熱、騒音及び電波障害による周辺への影響について調査

し、十分配慮した設計・施工を行うとともに、影響が懸念される場合には対策を施すこ

と。特に反射光、騒音については、太陽光発電の環境配慮ガイドライン（令和２年３月



環境省）を参考とすること。また、太陽光発電設備設置に伴い地域住民及び施設管理者

から苦情等があった場合には、誠実かつ速やかに適切な対応を行うこと。

（２）受注者は完成した登別市本庁舎への太陽光発電設備等導入に先立って、詳細設計を行

い、平面図、立面図、電気設備図面（ＰＤＦ形式データ）、工程表等を市に提出し、承

認を得ること。

（３） 市から受注者に施工に係る書類の提出依頼があったときは、受注者はこれに応じる

こと。

（４） 設置委託に際しては、別に施工中の登別市本庁舎の工事中における安全に支障が起

きないよう、他の事業者と協議の上、十分に注意を払った設置委託手法及び工程を計画

すること。

（５）太陽光発電設備等の保守点検や完成した登別市本庁舎の維持管理に支障を生じさせな

い計画とすること。

（６）受注者、市の職員等が行う完成した登別市本庁舎の管理及び点検等のための立ち入り

に支障が生じないようにすること。

（７）太陽光発電設備等に係る配線ルートについては、別図の設計図の設計主旨、内容及び

条件等を理解し、保安上・管理上支障がないルートを選定の上、市との協議により決定

すること。設備、配管・配線には、完成した登別市本庁舎施設の電気工作物と識別がで

きるように要所に本事業のものであることが分かるような表示を行うこと。

（８）設置委託期間中の安全対策の実施、施設管理者及び近隣住民との調整等は受注者にお

いて十分に行うこと。

（９）設置の条件（報告・保安・点検・災害対応等）

ア 設置委託時には、受注者で自主検査を行い正常な動作を確認した後、市の検査に合格

すること。さらに、完成図書書類（機器仕様図、取扱説明書、完成図面、及び各種許認

可書の写し等）を３部作成し、市に引き渡すものとする。なお、完成図面は、ＰＤＦ形

式データのほかにＤＸＦ形式データ及びＪＷＷ形式データを提出すること。

イ 市及び完成した登別市本庁舎の電気主任技術者と、責任分界点、保全の内容及び費用

負担等を協議し、維持管理に努め、適切な保守点検計画を提出すること。さらに、発電

設備が故障した場合は、直ちに市の完成した登別市本庁舎管理者または電気主任技術者

に連絡の上、受注者の責任と負担において修理を行うこと。なお、点検内容及び周期の

設定は当該施設の設置委託契約書に準じて協議することとし、点検結果については、市

に書面で報告すること。

ウ 大規模地震、大型台風等の災害発生後は原則として発電設備全般の点検を行い、被害

拡大防止、安全対策に万全を期すこと。

エ 受注者からの提案が達成できないことによる損失は、原則として、受注者のみが負担

しなければならない。

（１０）の条件（その他）

（ア）受注者は本事業により、市及び第三者に損害を与えないようにすること。なお、損害

が発生した場合に備え、損害保険や賠償責任保険等に加入し、その加入を証する保険証

券等の写しを、施工前に市に提出すること。

（イ）市及び第三者に損害を与えた場合は、受注者が保証責任を負い、受注者の責任におい

て速やかに対応するものとする。ただし、市が責任を負うべき合理的理由があるものや

現時点で分担が決定されていないものについては、別途協議を行う。

（ウ）受注者の都合により事業期間の途中で事業を中止した場合は、受注者の費用負担によ

り太陽光発電設備等の撤去を行い、施設等の原状回復を行うものとする。



（エ）市が保有する資料について、受注者から本業務の遂行上必要となる資料の要求があっ

た場合には、市の判断において貸与する。貸与を受ける受注者は、貸与資料の目録を作

成するとともに、業務完了後に全貸与資料を返納しなければならない。

（オ）市が自家消費した電力に付随する二酸化炭素排出削減等の環境価値については、市に

帰属するものとすること。

（カ）受注者は、太陽光発電設備等の導入による温室効果ガス排出量削減効果の検証方法を

市に提示し、運転期間中、毎年度実際の削減効果の検証を行い、市に報告する。

（カ）受注者は業務上知り得た内容、情報等を市の許可なく第三者に漏らしてはならない。

（キ）その他、本仕様書に定める事項に疑義が生じたとき、又は定めのない事象が発生した

ときは、市と受注者で協議して決定するものとする。



別紙 予想されるリスクと責任分担

リスクの種類 リスクの内容
負担者

市 受注者

共通 募集要項の誤り 提案説明書の記載事項に重大な誤

りがある場合
○ －

提案書類の誤り 提案書類の誤りにより目的が達成

できない場合
－ ○

第三者賠償 太陽光発電設備等（以下、「設備」

という）に

起因する反射光・騒音・振動・漏水・

脱落・飛散等による

場合

－ ○

安全性の確保 設計・建設・維持管理における安全

性の確保
－ ○

環境の保全 設計・建設・維持管理における環境

の保全
－ ○

法令・条例等の

変更

設計・建設・維持管理に影響のある

法令・条例等の変更
－ ○

保険 設備の設計・建設における履行保証

保険及び維持管理期間

のリスクを保証する保険

－ ○

事業の中止・延

期

市の指示によるもの ○ －

発電開始に必要な許可等の遅延に

よるもの
－ ○

事業者の事業放棄、破綻によるもの － ○

契約不適合 設備等に係る隠れた契約不適合責

任
－ ○

不可抗力 天災・暴動等による事業の変更・中

止・延期
○ ○

計画

設計

段階

物価 物価変動 － ○

応募にかかる費

用

応募に係る旅費・印刷代等の負担
－ ○

資金調達 必要な資金の確保に関すること － ○

建設

段階

物価 物価変動 － ○

用地の確保 資材置き場の確保に関する施工中

の登別市本庁舎の受注者との調整
－ ○

設置委託遅延・

未完工

設置委託遅延・未完工による電力供

給開始の遅延
－ ○

性能 要求仕様不適合（施工不良を含む） － ○

一時的損害 発電開始前に設置委託目的物等に

関して生じた損害
－ ○

支払

関連

支払遅延・不能 支払いの遅延・不能によるもの ○ －

金利 市中金利の変動 － ○



維持

管理

関連

計画変更 用途の変更等、市の責による事業内

容の変更 ○ －

維持管理費の上

昇

維持管理費用の増大
－ ○

天候不良 天候不良による発電量の減少 － ○

完成した登別市

本庁舎施設損傷

設備に係る事故・火災による完成し

た登別市本庁舎施設及び設備の損

傷

－ ○

設備に起因する完成した登別市本

庁舎施設への障害
－ ○

完成した登別市本庁舎施設に起因

する事故・火災による施設及び設備

損傷

○ －

保障

関連

性能 要求仕様不適合（施工不良を含む。） － ○

仕様不適合による施設・設備への損

害、完成した登別市本庁舎施設運

営・業務への障害

－ ○


